




はしがき

我が国における地方分権改革は、衆議院及び参議院両院の「地方

分権の推進に関する決議」から20年が経過し、第一次地方分権改革を

経て、第二次地方分権改革が一つの節目を迎えようとしている。

地方公共団体に対する義務づけ・枠付け等の見直しについて、平成

25年６月に第三次一括法が成立したことに加え、残された課題であった

国から地方への事務・権限の移譲等についても、平成25年12月10日に

「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」が閣議決定された

ところである。また、地方分権改革が新たな段階を迎えるにあたり、これ

からの取組の指針として、地方分権改革有識者会議において、「地方

分権改革の総括と展望」について、最終取りまとめにむけた調査審議

が進められている。

このような地方分権に関する種々の改革の進展や課題を視野に入

れながら、地方分権に関する基本問題について先進的かつ実践的な調

査研究を実施するため、平成16年度に本研究会を設置し、検討を重ね

てきた。平成25年度においては４回の研究会を開催しており、本報告書

は、その成果をとりまとめたところである。

本報告書が、我が国の地方税財政を考える上での一助となれば幸

いである。

なお、本研究会は、(財)全国市町村振興協会と(財)自治総合センター

が共同で実施したものである。
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理事長 山 野 岳 義
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地方分権基本問題研究会 

2013 年 9 月 30 日 

オランダにおける福祉の分権化と税財政 

沼尾波子（日本大学） 

 

はじめに 

〇オランダ国王議会演説：「20 世紀後半の福祉国家は持続不可能」「福祉国家はゆっくりと、

しかし確実に『参加社会』へ変化している。可能な者は自分や周りの人々の生活の責任を

担うことが求められている」（2013 年 9 月 17 日政府予算案提出に際しての議会演説） 

⇒60 億ユーロ（約 8 千億円）の追加緊縮策、社会保障がターゲットに 

 

〇社会保障支出肥大化への対応⇒福祉の分権化 

〇2007 年より WMO(社会支援法)の導入 

〇WMO（社会支援法）導入に至った経緯、財政運営の変化、自治体の対応 

                             ⇔cf．若者の自立支援 

 

１．オランダの概況 

〇国土構造 41,526 ㎢（九州とほぼ同じ） 

・ポルダー（Polder）海面よりも低い干拓地。オランダ国土の 4 割程度を占める。 

・ポルダーの周囲は、堤防（Dike）が構築。何重にも水路をめぐらせ、土地の水をダイ

クの外に汲み上げることで、水の危険から守る 

〇人口等 1659.2 万人 高齢化率 約 15％ 

○GDP 7731.2 億ドル 1 人当たり GDP（2012 年）46,142.39US ドル（世界 14 位） 

（日本 46,735.72 ドル（世界 13 位）） 

○主要産業 石油精製、化学、電気、食品加工、天然ガス 

 

〇地方制度 分権的統一国家（Decentralied Unitary State） 

三層制 国（Rijk）―12 州(Province)―415 自治体(Gemeente) (2012 年） 

Cf．1950 年 1015 市町村、1995 年 633 市町村 

・進行する基礎自治体合併 (ヨーロッパで唯一、毎年市町村数が減尐) 

 （G4：４大都市）  アムステルダム 755,269 人 、ロッテルダム 582,736 人 

            デン・ハーグ 478,948 人、 ユトレヒト 296,305 人 

 

州・自治体の事務：自治権を行使して行う固有事務、 

国と州ないし自治体が一体的に実施する事務(国からの委任) 

州：環境、治水、交通関係などを担当 
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基礎自治体 

 ・首長：州知事と議会との協議を経て推薦を受け、勅命により任命。 

人口 1 万人以内の範囲で他自治体の首長と兼任可能 

 ・理事会：市長と複数の副市長から構成。副市長は議会から議席数に応じて選出 

      副市長は各セクションの責任者としての役割を果たす 

⇒予算配分において大規模な組換予算の行使が難しいという側面 

 

自治体に裁量性のある主要な行政分野 

・交通、福祉/ソーシャルサポート、公共空間の管理、文化 

 ・社会福祉分野については、州は基本的に役割を負わず、自治体がその機能を担う 

 ・医療における施設整備については州政府も一定の役割を担う 

 

〇オランダにおける合意形成 

・1982 年 ワッセナー合意（政労使）：ワークシェアリングと賃金引上げ抑制 

・雇用確保を最優先し、自主的な賃金抑制に合意。公共支出抑制、減税、労働時間の削減 

・合意を受けて、1980～90 年代に「社会保障改革」と「雇用の柔軟性」にむけた改革を実

施し、失業率の低下と経済成長を遂げた。（⇒オランダの奇跡） 

 

２．オランダの自治体財政 

〇政府部門における歳入・歳出構造 

・政府支出の対 GDP 比は 45～55％台で推移 

・租税収入が全体の 5 割程度、社会保険料収入が 35％程度 

・歳出に占める社会保障給付の割合が最も高く、全体の 3 割以上を占める。 

・EU の安定・成長協定（「財政赤字を GDP 比 3.0％以内に抑える」）達成に向けて、負担

増か給付減が必要 

 

〇租税制度 

税収の 94%は国税であり、地方政府は税と課徴金を合わせて、州と自治体それぞれに 3%

程度配分されている。 

国税：所得税、法人税、付加価値税、環境税など 

州税：自動車税 

自治体：固定資産税、犬税、旅行者税等 

⇒中央政府が所得再分配機能の手段として、租税を集中的にコントロールすることを重視

（財務省） 

  法定外税は一切認められていない。 

  受益者負担という発想で課すものもあるが、受益に見合う負担額ではない。 

－34－
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〇料金収入 

・受益者負担：収入は、彼らが徴収される目的のためにのみ使用される 

・料金収入は、コスト回収を超えてはならない 

・下水道料金、ごみ処理、清掃料金など 

・手数料（パスポート、運転免許証、許可証） 

公共サービスからの料金収入(博物館、スポーツ施設、キャンプなど）  

資産や株式からの収益 (テナント料、利息、配当金など) 

 

〇財政調整制度としての自治体基金(Gemeentefonds) 

・自治体の主な収入：地方税・料金等、特定補助金、自治体基金、地方債 

 ・特定補助金の整理・統廃合、自治体基金を通じた財源保障と財政調整 

 Gemeentefonds 

2011 年にはおよそ € 17.9 十億ユーロ 

自治体基金の総額と配分方式は財務省と内務省の調整を通じて決定される。 

特定目的とリンクしておらず、自治体は使途を独自で決めることができる。 

毎年交付される自治体基金の総額は、国の一般会計の規模とリンクしており、同じ割合

で上下する。 

 

〇自治体基金に関する規定 

地方財政調整法第 2 条 

「国の政策変更により自治体の事務が変わる場合には、国は自治体の財政への影響につい

て示さなくてはならない。」 

「国は、自治体が考慮すべき財政への影響額に対し、財源調達方法を特定しなくてはなら

ない。」 

1995 年以降の基準ルール(マクロベース) 

 “ともに階段を上り下りする‘ 市町村基金の規模は国の歳出規模とリンクする 

（経験に基づくルール：政府支出の増分の 17％が、自治体基金に配分される。逆に政府支

出の削減分の 17％が自治体基金総額の削減額となる。） 

・リーマンショック後、2009 年～2011 年については、異なる規定が設けられたが、2012

年にルールはもとに戻った。 

1997 年以降の配分ルール（ミクロベース） 

 全ての市町村が同等のサービスを同様の費用負担で供給することを前提とする。 

配分に当たって考慮する 3 つのポイント 

各地域の機能と役割 

社会構造（構造的特性） 

個々の自治体の課税力 

－35－
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・客観的指標に基づく配分 

・4 大都市が総額の２５%程度の配分を受けている 

 ・内務省による定期的なメンテナンス・レポート（POR）  

一例としては、社会支援法 WMO に関する配分モデルの見直し 

算定の複雑さについて議論されたが、他の方法は？ 

分権化に対応した配分モデルとはどのようなものか？ 

 

〇特定目的補助金 

・法により規定されており、近年、自治体歳入の 34％程度を占めている 

・国が規模を決定。 

・個々の自治体の歳入との見合いで交付されるものではなく、自治体基金総額との見合い

によるものでもない。 

・その時々により配分額は不均一であり、一回限りないし一時的な支出として交付される

こともある。また、当初予算における費用の見積もりが不十分だった場合、後から追加的

な補助金として交付されるケースもある。 

・自治体への配分額が大きい補助金 

⇒福祉と就労の支援のための補助、初等教育人件費、公共交通機関の人件費、 

大都市における社会救済など 

・補助金の整理統廃合 

この 10 年で特定補助金の大幅な削減が進行し、1985 年には 400 種類あった補助金は

100 程度にまで整理された。 

政府のプログラム：より尐ない規制と行政負担の削減、大枠でのコントロール 

更なる特定補助金の整理統廃合：最多でも 25 種類＋12 種類の統合補助金へ 

 

３．オランダの医療・介護保険制度と福祉の分権化 

〇VWZ と AWBZ 

・短期医療・ケアの保険（VWZ）と長期ケアの保険（AWBZ） 

 いずれも公的社会保険制度として機能している。 

・1995 年に改革が行われ、AWBZ が担っていたケアのうち、短期的ケアについては VWZ

へ移行されることとなった。VWZ はサービス内容と保険料を比較し、利用者が自由に選択

できる制度。AWBZ は地域保険で、居住地ごとに保険加入を義務付け。 

いずれも社会保障基金が対応 

〇肥大化する支出とその抑制策 

・高齢化率の上昇と、施設介護利用者の増大から、AWBZ の歳出は肥大化 

・要介護度に応じて、施設入所を抑制（施設入所や、施設でのデイサービス利用に際して、

要介護度の高い利用者に制限する制度改正を実施） 

－36－
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・施設から在宅へ。介護サービス利用の前に、近隣で助け合う仕組みの導入へ 

〇WMO の導入とその後の展開 

2006 年 7 月にＷＭＯ（Wet Maatschappelijke Ondersteuning：社会支援法）が制定 

2007 年 1 月施行 

・生活や健康管理における個人責任の強調 

・社会のすべての側面へのすべての市民の参加 

・地方のことは地方の方針によって行う 

⇒社会保障基金が担っていた介護のうち、在宅での住宅改修や車いす等の整備について、

自治体に移譲 

⇒2014 年度より、在宅介護サービスそのものについて、自治体に移譲する動き 

 

４．AWBZ から WMO への転換に伴う財源保障と自治体の対応 

 ・2007 年：自治体基金には 17 億ユーロが上乗せされた。 

 ・その後の自治体の財政需要算定に際しては、75 歳以上高齢者数、福祉サービスの単価

の上昇（インフレ等）を勘案した算定が模索 

 ・自治体からは増大する需要増に見合った保障がないとの指摘 

 ・race to the bottom を生まないか？ 

 ・「やれる範囲でやれることをやる」（ライデン市） 

 ・福祉のプラットホームを作り、連携を図る（ボクステル市） 

 ・介護施設を高齢者住宅に切り替える民間非営利団体の動向 

 

５．小括 

〇オランダでは手厚い福祉を維持することが財政運営上困難になっている。 

〇EU３％条約の関係から、債務を拡大して対応することも困難な中、効率的、効果的な福

祉サービスの供給体制の構築が模索されている。 

〇こうしたなかで、介護（ケア）については、自己責任と参加が求められることとなり、

分権化を通じて、自治体による対応が求められることとなった。 

〇しかしながら、十分な財源保障が行われているとはいえず、財源が削減される状況下で、

の対応が求められている。 

〇自治体の予算編成においては、自治体基金の基準財政需要額の算定結果が一つの参考指

標とされている。オランダでは市長は国からの任命を建前としており、個々の政策につい

ては議会の議席数に応じて選ばれた副市長と、その集合体からなる理事会が決定する。そ

のためトップダウンによる大胆なゼロベース予算を組むことは難しく、合意形成過程にお

ける副市長の役割が大きい。 

〇生産者、消費者、住民など多様な立場から政治に働きかける団体が存在し、その調整と

協議の中で、政策が決定されている社会において、地域で負担と給付の仕組みを構築でき

るかどうかが課題。 
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法人課税の諸潮流に関する覚書～EUとアメリカの議論を中心に 

 

関口 智（立教大学経済学部） 

１．アメリカ州法人税：多様性 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

【図１】州法人所得税の算定構造

1 連邦課税所得

± 州租税法上の加算減算項目

州j純所得（配賦計算前）

－ 州純所得（州内のみ活動法人の場合）

－ 非事業所得（※1）

配賦対象事業所得（※2 ）

× 定式配賦率

配賦事業所得

＋ 配分非事業所得

州純所得（州外でも活動している法人）

＋ 州純所得（州内のみ活動法人の場合）

州純所得（配賦計算後）

（※1）

（※2）

賃貸料・ロイアリティー（動産・不動産）、キャピタルゲイン、利子収入、配当収入、

特許権収入、著作権収入に限定。

カルフォルニアは国内源泉所得のみを合算する水際方式と全世界合算方式の選

択

2

3

特
定
配
分

直
課

4

5

【表１】配賦基準の3要素と7つの機能との対応

売上 資産 給与

販売活動 ○ ○ ○
購買活動 ○ ○
棚卸資産 ○ ○
与信及び代金回収 ○
運送 ○ ○
会計及び法務 ○
一般管理 ○
（資料）National Tax Association（1952）,p.461.
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【表２】各州での法人所得の配賦方式（2008年度） 

 
 

 

 

 

 

（資料）New York State University Institute(2009).Appandix D.
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２．EU域内法人税：調和化の試み 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表3-1】子会社設立による税務執行時間とコスト

変化率 変化率
法人課税目的の記帳 5,261 3,740.60 3,592 -31.73% 5,708.94 52.62%
移転価格の文書化 22,255 36,165.74 0 -100.00% 0 -100.00%
法人税算定の準備 4,049 2,750.04 4,256 5.11% 4,761.47 73.14%
法人税の前払 907 965.56 2,450 170.18% 2,662.13 175.71%
法人税の申告と支払 1,080 1,131.27 3,085 185.73% 3,505.17 209.84%
法人税に関する課税当局との折衝 19,009 37,365.70 10,509 -44.71% 30,200.90 -19.17%
移転価格の相互承認プロセス 8,823 17,618.47 0 -100.00% 0 -100.00%
法人税の手続とルール（Clearances and rulings） 14,430 34,912.77 1,288 -91.08% 3,996.90 -88.55%
法人税のための学習と教育 10,000 5,220.08 1,469 -85.31% 2,104.33 -59.69%
その他の正式な税務執行 1,548 733.76 0 -100.00% 0 -100.00%

推定時間/費用：合計 87,362 140,603.97 26,649 -69.50% 52,939.85 -62.35%

推定費用（対取引額に占める比率：％）  0.23%   0.09%  

変化率 変化率
法人課税目的の記帳 5,147 3,653.23 3,178 -38.26% 4,490.57 22.92%
移転価格の文書化 19,962 30,192.40 0 -100.00% 0 -100.00%
法人税算定の準備 4,023 2,253.53 3,301 -17.94% 2,862.65 27.03%
法人税の前払 896 636.81 1,880 109.73% 1,497.66 135.18%
法人税の申告と支払 1,075 871.48 2,433 126.34% 2,427.03 178.50%
法人税に関する課税当局との折衝 18,686 32,968.18 10,675 -42.87% 24,889.54 -24.50%
移転価格の相互承認プロセス 8,609 17,076.44 0 -100.00% 0 -100.00%
法人税の手続とルール（Clearances and rulings） 13,893 34,175.02 1,266 -90.89% 3,958.48 -88.42%
法人税のための学習と教育 9,997 5,201.14 1,450 -85.49% 2,064.35 -60.31%
その他の正式な税務執行 1,459 677.86 0 -100.00% 0 -100.00%

推定時間/費用：合計 83,747 127,706.09 24,184 -71.12% 42,190.28 -66.96%

推定費用（対取引額に占める比率：％）  0.55%   0.18%  

（注）時間は分、費用はユーロ。総投資フローの平均値。
（資料）European Commission (2011b),Table6

【表3-2】現行制度から共通連結法人課税ベースへの変更に伴う税務執行時間の平均変化
CCCTB

記帳 1%
移転価格の文書化 -4%
税額算定の準備 -5%
申告及び納税 -1%
課税当局との折衝 2%
相互承認プロセス -1%
手続きとルールの遵守 -1%
学習と教育 0%

合計 -8%

（資料）European Commission (2011b),Table5

大規模親会社

中規模親会社

項目

項目
現行 共通連結法人課税ベース

時間 費用 時間 費用

共通連結法人課税ベース(CCCTB)現行

時間 費用 時間 費用
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【表4】EUでの共通法人課税ベースの最終検討案

連結なし 連結あり
（CCTB） （CCCTB）

任意適用 採用

強制適用

（資料）European Commission (2011a)の記述を元に作成。

共通法人課税ベース

【表5】連結課税ベースの配賦方法

金融機関 保険業 石油・ガス
海運・内
陸水路運
輸・空輸

´１/3

通常の事業活動
により得られた収
益。帰属は原則
として商品や
サービスの仕向
地。

利子収
入・手数
料収入・コ
ミッション
収入及び
証券収入
の10％

既経過保
険料・配
分投資収
益・最保
険純利
益・投資
収入・手
数料及び
コミッショ
ンの10％

帰属は採
掘・製造
が行われ
る加盟国
のグルー

プ構成員。

給与額 ´１/6

雇用に対するす
べての報酬（雇
用主負担社会保
険料等も含む）

従業員数 ´１/6
従業員の定義は
各国の国内法に
従う。

´１/3

所有・賃貸・リー
スされている全
有形固定資産。
帰属は原則とし
て経済的所有
者。

金融資産
価格の
10％

金融資産
価格の
10％

（資料）European Commission (2011a)の86条～１01条を要約。

原則

労働要素

売上要素

資産要素

配賦割合

グループ
構成員の
収益・費
用その他
の控除可
能項目

は、配賦
方式によ
らず、各グ
ループ構
成員に帰

属。

特例
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【表６】産業グループ（サンプル数750社）

1【採用】 2 3 4 5 6
AT オーストリア 4.7% 3.5% 3.5% 4.3% 4.3% 4.2% 4.2%
BE ベルギー 5.0% 3.9% 3.8% 4.5% 4.4% 4.5% 4.4%
BG ブルガリア 0.0%
CY キプロス 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
CZ チェコ 0.2% 0.5% 0.4% 0.3% 0.2% 0.3% 0.3%
DE ドイツ 18.3% 22.9% 24.5% 23.2% 24.8% 24.0% 26.5%
DK デンマーク 6.5% 4.4% 4.0% 5.9% 5.5% 5.7% 5.1%
EE エストニア 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%
ES スペイン 2.5% 4.4% 4.3% 2.7% 2.6% 2.7% 2.6%
FI フィンランド 9.2% 6.1% 6.2% 8.4% 8.5% 8.5% 8.7%
FR フランス 8.5% 10.5% 10.6% 8.0% 8.1% 7.8% 7.9%
GR ギリシャ 0.8% 1.4% 1.6% 1.0% 1.3% 1.1% 1.4%
HU ハンガリー 0.6% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.3% 0.3%
IE アイルランド 3.8% 3.3% 3.7% 4.3% 4.7% 4.5% 5.0%
IT イタリア 6.4% 8.9% 8.8% 6.8% 6.6% 6.8% 6.6%
LT リトアニア 0.1% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.2% 0.2%
LU ルクセンブルク 1.1% 0.6% 0.8% 0.8% 1.0% 0.8% 1.0%
LV ラトビア 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
MT マルタ #VALUE! 0.0% 0.0%
NL オランダ 7.1% 3.8% 3.8% 4.0% 3.9% 3.5% 3.5%
PL ポーランド 2.3% 2.1% 1.8% 2.2% 1.8% 2.1% 1.7%
PT ポルトガル 1.3% 1.3% 1.3% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2%
RO ルーマニア 0.0% 0.3% 0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.1%
SE スウェーデン 5.1% 5.0% 4.4% 6.4% 5.8% 6.2% 5.3%
SI スロベニア 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
SK スロバキア 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
UK イギリス 16.3% 15.8% 14.9% 14.9% 14.1% 14.8% 13.6%
Total EU 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

配賦基準１：給与額１/６、従業員数１/６、資産額１/３、売上額（出荷先（仕向地）基準）１/３

配賦基準２：給与額１/３、資産額１/３、売上額（出荷先（仕向地）基準）１/３

配賦基準３：給与額１/６、従業員数１/６、資産額１/３、売上額（出荷元（販売地）基準）１/３

配賦基準４：給与額１/３、資産額１/３、売上額（出荷元（販売地）基準）１/３、

配賦基準５：給与額１/４、従業員数１/４、資産額１/２

配賦基準６：給与額１/２、資産額１/２

（資料）European Commission (2011b),TableA8より算定。

現行
共通連結法人課税ベース（CCCTB）
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【表７】金融グループ（サンプル数2073社）

1【採用】 2 3 4 5 6
AT オーストリア 0.7% 0.4% 0.4% 0.5% 0.5% 0.4% 0.4%
BE ベルギー 7.8% 4.5% 4.7% 4.8% 4.9% 6.2% 6.4%
BG ブルガリア 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%
CY キプロス
CZ チェコ 0.4% 0.2% 0.2% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3%
DE ドイツ 13.6% 14.7% 14.2% 13.3% 12.8% 12.3% 11.5%
DK デンマーク 4.0% 2.9% 2.9% 3.6% 3.6% 3.8% 3.8%
EE エストニア 0.1% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.3%
ES スペイン 8.0% 6.9% 7.1% 6.8% 6.9% 6.6% 6.8%
FI フィンランド 0.7% 0.5% 0.5% 0.6% 0.6% 0.6% 0.6%
FR フランス 7.8% 9.4% 9.0% 7.8% 7.4% 8.2% 7.7%
GR ギリシャ 0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1%
HU ハンガリー 0.4% 0.3% 0.3% 0.4% 0.5% 0.3% 0.5%
IE アイルランド 0.6% 0.4% 0.4% 0.7% 0.6% 0.5% 0.5%
IT イタリア 5.2% 5.8% 5.9% 5.3% 5.5% 5.3% 5.5%
LT リトアニア 0.0% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.2% 0.1%
LU ルクセンブルク 0.7% 1.1% 1.0% 2.8% 2.7% 1.5% 1.4%
LV ラトビア 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
MT マルタ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
NL オランダ 4.4% 5.8% 5.8% 5.9% 5.9% 7.0% 7.0%
PL ポーランド 0.2% 0.2% 0.2% 0.3% 0.3% 0.2% 0.2%
PT ポルトガル 1.1% 0.9% 0.9% 1.0% 1.1% 1.1% 1.1%
RO ルーマニア 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.2%
SE スウェーデン 9.0% 5.3% 5.1% 6.7% 6.6% 6.5% 6.2%
SI スロベニア 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
SK スロバキア 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
UK イギリス 34.8% 40.0% 40.8% 38.3% 39.0% 38.0% 39.1%
Total EU 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

配賦基準１：給与額１/６、従業員数１/６、資産額１/３、売上額（出荷先（仕向地）基準）１/３

配賦基準２：給与額１/３、資産額１/３、売上額（出荷先（仕向地）基準）１/３

配賦基準３：給与額１/６、従業員数１/６、資産額１/３、売上額（出荷元（販売地）基準）１/３

配賦基準４：給与額１/３、資産額１/３、売上額（出荷元（販売地）基準）１/３、

配賦基準５：給与額１/４、従業員数１/４、資産額１/２

配賦基準６：給与額１/２、資産額１/２

（資料）European Commission (2011b),TableA9より算定。

共通連結法人課税ベース（CCCTB）
現行
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【表８】現行法人税の課税ベースと共通連結法人課税ベースの国家間の分配 

 
 

 

 
 

 

 

配賦基準2 配賦基準3 配賦基準4 配賦基準5 配賦基準6
変化 変化 変化 変化 変化 変化

AT オーストリア 4.00% 2.90% -1.1 2.90% -1.1 3.60% -0.4 3.60% -0.4 3.50% -0.5 3.50% -0.5
BE ベルギー 5.60% 3.90% -1.7 3.90% -1.7 4.40% -1.2 4.40% -1.2 4.80% -0.9 4.70% -0.9
BG ブルガリア 0.00% : : : : : : : : : : : :
CY キプロス : : : : : : : : : : : : :
CZ チェコ 0.20% 0.40% 0.2 0.40% 0.2 0.30% 0.1 0.20% 0 0.30% 0.1 0.30% 0.1
DE ドイツ 16.70% 19.50% 2.8 20.40% 3.7 19.20% 2.5 20.10% 3.4 19.40% 4 20.70% 4
DK デンマーク 5.90% 3.90% -2 3.60% -2.3 5.20% -0.7 4.90% -1 5.10% -1.2 4.70% -1.2
EE エストニア 0.19% 0.20% 0.01 0.16% -0.03 0.20% 0.01 0.20% 0.01 0.20% 0.01 0.20% 0.01
ES スペイン 3.40% 4.60% 1.2 4.60% 1.2 3.20% -0.2 3.20% -0.2 3.20% -0.2 3.20% -0.2
FI フィンランド 8.50% 5.50% -3 5.60% -2.9 7.50% -1 7.60% -0.9 7.60% -0.7 7.80% -0.7
FR フランス 8.30% 10.00% 1.7 9.90% 1.6 7.70% -0.6 7.70% -0.6 7.70% -0.7 7.60% -0.7
GR ギリシャ 0.70% 1.30% 0.6 1.40% 0.7 0.90% 0.2 1.10% 0.4 1.00% 0.6 1.30% 0.6
HU ハンガリー 0.60% 0.40% -0.2 0.40% -0.2 0.40% -0.2 0.40% -0.2 0.30% -0.3 0.30% -0.3
IE アイルランド 2.90% 2.50% -0.4 2.70% -0.2 3.20% 0.3 3.40% 0.5 3.30% 0.7 3.60% 0.7
IT イタリア 6.10% 7.90% 1.8 7.80% 1.7 6.20% 0.1 6.20% 0.1 6.20% 0.1 6.20% 0.1
LT リトアニア 0.10% 0.20% 0.1 0.20% 0.1 0.10% 0 0.20% 0.1 0.20% 0.1 0.20% 0.1
LU ルクセンブルク 1.00% : : : : : : : : : : : :
LV ラトビア 0.00% 0.10% 0.1 0.10% 0.1 0.10% 0.1 0.10% 0.1 0.10% 0.1 0.10% 0.1
MT マルタ : : : : : : : : : : : : :
NL オランダ 6.40% 4.20% -2.2 4.20% -2.2 4.30% -2.1 4.30% -2.1 4.30% -2.1 4.30% -2.1
PL ポーランド 2.00% 1.80% -0.2 1.50% -0.5 1.80% -0.2 1.60% -0.4 1.80% -0.6 1.40% -0.6
PT ポルトガル 1.20% 1.20% 0 1.20% 0 1.20% 0 1.20% 0 1.20% 0 1.20% 0
RO ルーマニア 0.10% 0.30% 0.2 0.20% 0.1 0.10% 0 0.10% 0 0.20% 0 0.10% 0
SE スウェーデン 5.90% 4.90% -1 4.40% -1.5 6.30% 0.4 5.80% -0.1 6.10% -0.6 5.30% -0.6
SI スロベニア 0.10% 0.10% 0 0.10% 0 0.10% 0 0.10% 0 0.10% 0 0.10% 0
SK スロバキア 0.00% 0.10% 0.1 0.10% 0.1 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0
UK イギリス 20.30% 20.50% 0.2 20.00% -0.3 19.40% -0.9 19.00% -1.3 19.40% -1.6 18.70% -1.6

EU合計 100.00% 97.30% -2.7 97.30% -2.7 97.20% -2.7 97.20% -2.7 97.30% -2.7 97.30% -2.7

配賦基準１：給与額１/６、従業員数１/６、資産額１/３、売上額（出荷先（仕向地）基準）１/３

配賦基準２：給与額１/３、資産額１/３、売上額（出荷先（仕向地）基準）１/３

配賦基準３：給与額１/６、従業員数１/６、資産額１/３、売上額（出荷元（販売地）基準）１/３

配賦基準４：給与額１/３、資産額１/３、売上額（出荷元（販売地）基準）１/３、

配賦基準５：給与額１/４、従業員数１/４、資産額１/２

配賦基準６：給与額１/２、資産額１/２

（資料）European Commission (2011b),Table3及びTable.A.11を加工

国名 現行
共通連結法人課税ベース

配賦基準1【採用】

【表９－１】現状と比較したマクロ経済への影響

EU平均 25％定率法 20％定率法
法人税率の増減（ポイント） 2.44 0.12 -0.57
法人税収のGDP比の増減（事後） -0.12 0.00 0.03

投資の増減（％） -0.11 -0.74 -0.88
賃金の増減（％） 0.19 0.05 0.02
雇用の増減（％） 0.09 0.00 -0.01
GDPの増減（％） -0.04 -0.15 -0.17
厚生（対GDP比） 0.03 0.02 0.02

（注１）課税ベースの変動に対して税率を変動させ、税収中立を仮定している。

（注2）選択適用の共通連結法人課税ベース（多国籍企業にのみ適用）

（資料）European Commission (2011b),Table7.cを加工。

狭←CCCBT課税ベース→広
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３．オバマ政権の法人所得課税の議論：国際課税を中心に 

 

【表９－２】各国別：経済的影響

WG-25 WG-20 WG-25 WG-20 WG-25 WG-20 WG-25 WG-20
AT オーストリア -0.53 -0.69 0.01 0.00 -0.55 -0.60 -0.17 -0.19
BE ベルギー -2.89 -3.05 -0.16 -0.15 2.10 2.12 1.21 1.18
BG ブルガリア -0.44 -0.53 0.00 -0.01 -0.75 -0.76 0.10 0.09
CY キプロス -1.41 -1.45 -0.20 -0.21 -1.38 -1.38 0.01 0.02
CZ チェコ -0.46 -0.65 0.03 0.01 -0.42 -0.48 0.01 -0.01
DE ドイツ -0.38 -0.54 0.04 0.02 0.29 0.26 0.08 0.08
DK デンマーク -1.66 -1.78 -0.08 -0.09 -0.72 -0.73 0.00 -0.01
EE エストニア -1.66 -1.80 -0.02 -0.02 -1.06 -1.08 0.15 0.13
ES スペイン -0.25 -0.40 0.09 0.06 0.00 -0.03 -0.11 -0.10
FI フィンランド -1.17 -1.31 -0.04 -0.05 -0.49 -0.53 -0.09 -0.10
FR フランス -1.34 -1.40 -0.03 -0.04 -0.15 -0.15 -0.09 -0.07
GR ギリシャ -0.58 -0.66 0.00 -0.01 -0.24 -0.27 -0.06 -0.08
HU ハンガリー -0.52 -0.68 0.00 -0.01 -0.89 -0.92 0.00 -0.02
IE アイルランド -1.78 -1.87 -0.14 -0.15 -3.16 -3.19 -0.73 -0.74
IT イタリア -0.65 -0.78 -0.01 -0.02 0.08 0.06 0.06 0.05
LT リトアニア -0.79 -0.87 -0.04 -0.04 -0.43 -0.45 -0.03 -0.04
LU ルクセンブルク 0.94 -0.07 2.55 2.20 1.17 0.69 -1.71 -1.60
LV ラトビア -0.65 -0.72 -0.05 -0.05 -0.44 -0.46 -0.01 -0.03
MT マルタ 1.70 1.58 0.18 0.14 0.86 0.84 0.42 0.46
NL オランダ -1.84 -1.97 0.08 0.05 -1.65 -1.69 -0.82 -0.82
PL ポーランド -0.17 -0.33 0.03 0.01 -0.37 -0.42 0.06 0.04
PT ポルトガル -0.93 -1.13 -0.08 -0.08 -0.50 -0.52 0.41 0.40
RO ルーマニア -0.57 -0.69 -0.02 -0.03 -0.56 -0.58 0.10 0.08
SE スウェーデン -1.18 -1.33 -0.05 -0.06 -0.35 -0.34 0.06 0.06
SI スロベニア -0.28 -0.44 -0.01 -0.03 -0.27 -0.31 0.04 0.02
SK スロバキア -0.80 -0.97 -0.03 -0.05 -0.72 -0.76 0.00 -0.02
UK イギリス -0.77 -0.93 -0.03 -0.04 -0.05 -0.02 0.18 0.18

EU合計 -0.74 -0.88 0.00 -0.01 -0.15 -0.17 0.02 0.02

（資料）European Commission (2011b),Table.A.15a～eを加工

投資 雇用 GDP 厚生
共通連結法人課税ベース（多国籍企業にのみ適用）

国名
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地方分権の基本問題に関する調査研究会（2014年 1月 15日）        高端正幸（新潟県立大学） 

 

現代福祉国家の財政学－理論・実証研究の到達点と日本に対する示唆－ 

 

１ アイデアとしての社会的投資（social investment）アプローチ 

 

 ● 社会的投資とは（主に Morel, Palier and Palme 2012） 

  ＜目的＞ 

  ・知識基盤経済（knowledge-based economy）への適応としての、人的資源の質的向

上、労働力移動の柔軟化 

  ・新しい社会的リスク＝家族構造の変化（男性稼ぎ主モデルの限界）、労働と家族生活

の両立、雇用の不安定化（≠柔軟化）への対応 

  ＜内容＞ 

  ・人的資源への投資： 幼児教育・保育、教育、生涯教育・訓練 

  ・人的資源の効率的活用の促進： 積極的労働市場政策、女性・一人親雇用支援、労

働市場の柔軟化と雇用保障を両立するための規

制・保護 

  ＜特徴＞ 

  ・社会政策（労働、社会保障）を経済発展に不可欠な生産的要素と位置づける 

  ・経済的効率と社会的公正との両立（経済的効率達成の必要条件としての社会的公正） 

  ＜起源＞ 

  ・1930年代スウェーデン： ミュルダール夫妻（1934「人口問題の危機」） 

    産業化・都市化→少子化 ⇒共働きモデル＋保育・教育・医療・家族政策による

人的資源投資の重要性（「生産的社会政策」） 

「個人的生活保障と社会的連帯の経済的言説による 

擁護」（Andersson 2005） 

  ＜戦後の二大潮流：ケインズ主義、新自由主義との相違点＞ 

  ・ケインズ主義との相違 

   1）現在における結果の平等より、むしろライフサイクルに着目した将来の結果の平

等を志向する（貧困の固定化・世代間連鎖の防止、知識の世代間継承の促進） 

   2）現在の教育・訓練および労働市場へのアクセスの保障による機会の平等の促進に

よって、将来の貧困・不平等の防止と経済・雇用成長の達成を目指す 

  ・新自由主義との相違 

    国家の役割を肯定的にとらえる： とくに教育・訓練投資を通じた人的資源向上、

および（一人親・若者等の就労可能性の向上を含む）積極的労働市場政策を通じ

た人的資源の効率的活用の分野における国家の役割を重視 
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各アプローチの基本要素 

 ケインズ主義 新自由主義 社会的投資 

失業の原因 有効需要の不足 労働市場の硬直性に起

因する供給側の制約 

知識・技能面に起因する労働市

場のミスマッチ、将来の雇用を

生み出すための労働者の知

識・技能の高度化の遅れ 

社会政策と経済成長 社会政策の経済効

果を肯定：需要創

出・成長促進のた

めの社会保険制度 

公的社会支出は経済成

長を阻害：成長鈍化・イ

ンフレ亢進の原因＝コ

ストとしての社会保障 

新たな社会政策の経済効果を

肯定：人的資源投資による雇用

可能性の向上、労働市場の柔軟

性への対応、知識基盤経済の条

件整備 

⇒経済成長と雇用創出のため

の必要条件としての社会政策 

中心的価値・原則 ・社会的公正 

・完全雇用（男性） 

・労働力の脱商品

化 

・個人の責任 

・雇用の質は不問 

・アクティベーション

（ワークフェア、就労義

務の重視） 

・社会的包摂 

・雇用の質の重視 

・潜在能力アプローチ 

⇒機会の平等を志向 

「事後的対応より事前準備」

（prepare rather than repair） 

公的政策の基本線 ・大きな政府 

・集権的、計画的

経済運営 

・福祉国家発展 

・小さな政府 

・規制緩和 

・福祉国家の否定 

・Empowering State 

・投資（将来志向） 

・福祉国家の再編、再定義 

代表的政策手段 ・需要創出 

・社会保険をつう

じた所得保障 

・公共部門の成長 

・失業補償 

・フィスカルポリシーの

否定、マネタリズム 

・労働市場の規制緩和 

・年金制度、福祉・医療

サービスの民営化 

・アクティベーションと

ワークフェア（失業給

付・公的扶助の就労イン

センティブの強化） 

・産業競争力向上と雇用創出の

ための人的資源投資政策 

・労働市場を支援するための社

会サービスの充実（就学前教

育・保育、高等教育、生涯学習・

訓練、積極的労働市場政策、女

性の雇用促進政策 

・フレクシキュリティ（柔軟化

と所得保障・権利保障の両立） 

出所）Morel, Palier and Palme (2012) p.12-13. 

 

 ● 社会的投資アプローチに対する批判（Morel, Palier and Palme 2012） 

  1）「将来志向」の問題： 受動的（事後的）社会保障給付・現在の貧困への対応・社

会権保障の軽視を生む可能性（Cantillon 2011） 

  2）アクティベーション重視の問題： 就労困難者に対する保障の軽視、労働の質に対

する問題意識の薄弱化を生む可能性 

  3）「社会的包摂」「社会的一体性」（social cohesion）概念の曖昧性： 社会的投資がそ

れらをどう実現しうるのか 

  4）ジェンダー平等政策や子ども福祉・教育政策の手段化： 女性就業率の向上が、女

性の経済・社会的条件の改善ではなく人的資源の効率的活用・経済成長の手段と位

置づけられる。仕事・家庭両立策も同様に、女性の権利の問題としてではなく将来

人口の増加策（少子化対策）としてとらえられがちとなる。子どもも「（現在の）子

どもとしての市民」ではなく「（将来の）労働者としての市民」ととらえられ、子ど
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もとしての固有の権利ではなく将来的な人的資源としての有用性という面が強調さ

れる（Lister 2003、Stratigaki 2004）。 

 

  ※ 社会的投資アプローチは社会政策が経済成長に資する
．．．．．．．．

という点を強調する 

＝新自由主義的発想を真っ向から否定することなく社会政策の重要性を打ち出す 

ゆえに、社会権的市民権の保障、不平等の是正といった社会的価値の、経済的

効率性とは別の固有の価値を打ち出すものではない 

 

 ● 社会的投資アプローチが包含する 2つの立場 

   ―「第三の道」（アングロ・リベラル的、e.g. ギデンズ）と 

「社会民主主義」（北欧福祉国家的、e.g. エスピン-アンデルセン）― 

1）生産的/非生産的社会支出の区分： 受動的（事後的）給付（たとえば失業給付） 

2）所得保障とモラル・ハザード： 受動的給付に対する評価の違い 

3）（社会的）権利と（就労・自立）義務の相対的比重： 前者を保障することの経済

的効率性をどうとらえるか 

4）平等・不平等の意義： 平等の追求を経済効率向上に必要なものとみるか、不平等

を経済的活力の源泉とみて狭義の「機会の平等」のみを肯定するか 

※ 共通するのは社会政策の経済的生産性の強調。異なるのは社会政策のうち受動的

給付および平等志向政策の経済的生産性に対する理解。 

 

 

EUリスボン戦略や OECDにより主流化されてきたアイデアとしての社会的投資 

 

実態への反映は？ 

c.f. Tepe and Vanhuysse (2010)： 

①高齢化（高齢投票者の増加）による高齢者向け現金給付の増加 

＞サービス経済化・女性労働力率の上昇・女性の政治進出による家族向け給付・積

極的労働市場政策支出の増加 

 ②サービス経済化・女性労働力率の上昇・女性の政治進出の時期が遅いほど、家族向け

給付・積極的労働市場政策支出の増加は小さい 
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２ 社会支出の動態にみる社会的投資アプローチの現状 

 

 ● 社会支出の現状と推移の国際比較 

  ・Nikolai (2012)：「補償的社会政策」（老齢・遺族年金、失業給付）と「投資的社会政

策」（家族、教育、積極的労働市場政策） 
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出所）Nikolai(2012) p.107-8. 
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  ★投資的社会支出よりむしろ補償的社会支出に大きな変化、国ごとのばらつき 
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補償的・投資的社会支出の変化 
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（1990⇒2009、GDP比、%ポイント） 
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高齢者向け現金給付 

高齢者向け現金給付・家族向け支出の変化 

（1990⇒2009、GDP比、%ポイント） 
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  ★高齢者向け現金給付と家族向け支出の緩いトレードオフ関係（有意ではない） 

  ★家族向け支出よりむしろ高齢者向け現金給付に大きな変化、国ごとのばらつき 

 

 
      出所）以上の図はすべて：OECD Stat Extracts. 

  ★積極的労働市場政策よりむしろ伝統的失業給付に大きな変化、国ごとのばらつき 
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高齢者向け現金給付・家族向け支出の変化 

（1990⇒2009、GDP比、%ポイント） 

高齢者向け現金給付 家族政策 

R² = 0.0294 
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伝統的失業給付 

伝統的失業給付・積極的労働市場政策の変化 

（1990⇒2005、GDP比、%ポイント） 
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伝統的失業給付・積極的労働市場政策の変化 

（1990⇒2005、GDP比、%ポイント） 

伝統的失業給付 積極的労働市場政策 
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 ●元来の支出パターンと近年の変化との関係 

   ⇒元来支出が大きいほど、近年の変化は抑制的方向 

    （高齢者向け現金給付は例外。反対に、特に失業・労働市場政策においては顕著） 

23 か国における 1990 年時点の社会支出規模（GDP 比）と 

その後の変化との一般的関係 

支出

項目 

補償的   投資的   

社会支出 うち高齢者向

け現金給付 

うち伝統的 

失業給付 

社会支出 うち家族政策 うち積極的 

労働市場政策 

相関

係数 

-0.251746987 -0.067646513 -0.645668411 -0.322137209 -0.216588877 -0.385989805 

出所）OECD Stat Extracts. 

 

 ●日本の状況：社会的投資への転換はみられず。では転換が課題なのか？ 

   ⇒年金に支出が偏重、OECD比較でも高水準、しかし高齢者の貧困・格差が深刻 

   ⇒きわめて非効率な年金制度が財政を圧迫、政策転換を困難に 

 

 
注）アメリカとオーストラリアの相対的貧困率、貧困削減度、ジニ係数、ジニ係数改善度は 2010年のもの。 

  出所）OECD Stat Extracts. 
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注）アメリカとオーストラリアの相対的貧困率は 2010年のもの。 

  出所）OECD Stat Extracts. 

 

 

３ 福祉国家の類型と福祉国家（社会保障政策）への支持 

 

 ●福祉国家の類型と再分配への支持に関する実証研究の主な難点 

  1）エスピン－アンデルセンの 3類型（社会民主主義、保守主義、自由主義）を前提と

するものが多いが、この類型化自体が有効性を減じつつある 

   ・各類型内での多様性や、政策分野ごと（年金、医療、介護、家族など）の制度・

政策の性格の異なりを度外視することはできない（Jordan 2013） 

   ・90 年代以降の各国における社会政策の変化を踏まえ、類型論を検証する必要性

（Jæger 2009） 

  2）普遍的・選別的福祉国家という二分法は大雑把過ぎる 

   ・普遍性・選別性の程度の異なる個別制度・政策の束として、一国の福祉国家施策

は構成されている。さらに、所得保障の現金給付（年金・失業給付など）と相互

扶助代替の現物給付（介護・保育など）では普遍性・選別性の意味するところが

異なる（Jordan 2013） 

  3）「再分配」(redistribution)への支持で「福祉国家的施策」への支持を代表させるの

は適切でない 

   ・ある国における市民の再分配への支持の平均値（or 中位値）だけでなく、市民の

再分配への支持の分散（variance）も把握・検討すべき（Jæger 2009） 

・そもそも普遍主義は、社会保障給付の再分配的性格を不可視化することにより市

民の支持を獲得する（逆に選別主義的福祉国家は再分配的性格を際立たせること

により中間層以上の反発を強める）。であれば、「再分配への支持」は福祉国家へ

の支持の代理指標としてふさわしくない（Jordan 2013） 
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子ども（17歳以下）の貧困（2009年） 

相対的貧困率

（%、右軸） 

家族向け社会支
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 ●普遍主義的給付－選別主義的給付の定義について（Jordan 2013） 

  ・狭義の普遍主義＝ミーンズテストを設けず、ニーズを有する全員に同額の給付 

  ・ただし現金給付（年金・失業給付）は所得代替的性格を有し、所得に応じて給付が

増えなければ中間層以上の受益感が生まれない 

⇒現金給付プログラムの普遍性－選別性は、給付への ’equal access’と給付

の’generosity’により測られるべき。 

 ※Scruggs and Allan (2006)の’generosity index’：所得代替率、加入率、加入制限

の 3点を指数化 

  ・医療制度はやや特殊 ⇒垂直統制（hierarchical）－分権（decentralized）軸で把握 

              （eg.スウェーデン、UK） （eg.アメリカ、NZ） 

 

 ●Jæger (2009)の実証分析： 

① 福祉国家を類型化するさいの理論上の諸要素を設定し、それらの各国における実

態から潜在的に最適な類型化パターンを抽出（Latent Profile Model） 

② 抽出された類型のそれぞれにおける、再分配への支持の中位値および分散を推計 

                     分析結果 

① 自由主義・保守主義・社会民主主義という 3 つの類型化がもっとも妥当（2 類型、

4類型より強く成立） 

  ・自由主義：小さい社会支出、小さい家族向け給付、弱い左派政党、コーポラテ

ィズム的伝統の欠如、低い労働力の脱商品化度、弱い雇用保護、小さい社会保

険事業主負担、低い女性労働力率、大きい所得格差 

  ・社会民主主義：すべての要素において自由主義とは反対 

  ・保守主義：社会支出の規模、左派政党の強さ、コーポラティズム的伝統の強さ、

労働力の脱商品化度、所得格差においては自由主義－社会民主主義の中間。た

だし、雇用保護は最も強く、事業主負担は最も高く、女性労働力率は最も低い。 

 

－70－
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  ② 3類型と再分配への支持 

   ・中位値： 保守主義＞社会民主主義＞自由主義 

   ・分散： 社会民主主義＞保守主義＞自由主義 

 

   ⇒この分析結果が正しいとした場合、どう解釈すべきか？ 

    （特に社会民主主義における福祉国家支持のばらつきの大きさ） 

    －社会民主主義（e.g.スウェーデン）における高負担への反発は、保守主義（e.g.

フランス）より大きい？ 

     ⇒福祉国家を「再分配」の制度ではなく、普遍主義的保障もしくは「リス

ク対応の社会化」の制度として構成・提示することにより、再分配に対

する反発を福祉国家への反発へと直結させない（比例的負担と所得比例

年金＋普遍主義的医療・介護・子育てサービス）？ 

 

 ●Jordan (2013)の実証分析 

  ・医療、年金、失業保険の基幹的な社会保障 3 分野について、各国における制度の包

摂性（inclusiveness）と当該制度に対する支持、および再分配への支持との関係をみ

る 

    ※包摂性＝垂直統制度の高さ（医療）、普遍性の高さ（年金・失業給付） 

                     分析結果 

  ①医療、年金、失業給付のいずれも、包摂性の高さと制度への支持の高さとが強く相

関。しかし、包摂性の高さと再分配への支持に相関関係はない 

    ※失業給付においては、包摂性の高さと再分配への支持に弱い正の相関 

     ⇒失業給付の再分配的性格が強いため（医療・年金は普遍的リスク保障的性格） 

 

－71－
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  ②所得階層分布、失業率、労働組合組織率、教育水準、高齢化度など他の要因を所与

とした場合、医療・年金・失業給付の各制度への支持は制度の普遍性（包摂性）が高

まるほど高くなる 

 

 

４ 社会的信頼、信頼の「広がり」と福祉国家への支持 

 

 ●社会的信頼とは 

  ・家族、地縁者、友人等ではなく、日常的・継続的関係を有しない他者に対する信頼  

※一般的信頼（General trust, Generalized trust）ともいう。 

  ・社会関係資本、公共心（civicness, civic culture）の基盤であり、集合的行為や社会

連帯（福祉国家、再分配への支持、租税負担への同意）を支える重要な要素とされ

る 

 

 ●社会的信頼の尺度と信頼の広がり（radius of trust）の問題 

  ・”Generally speaking, would you say that most people can be trusted or that you 

need to be very careful in dealing with people?”（一般に、あなたは、たいていの人を信

頼することができると思いますか、それとも、人と接するさいにとても慎重である必要があると思

いますか？） ←ノエル－ノイマンが 1948年に提示し定着 

   ⇒広範囲の、顔見知りでない他者に対する信頼を問う意図 

－72－
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主要国における社会的信頼（%） 

  ・しかし、この質問に回答するさいに人々が念頭にお

く’most people’の範囲に、個人レベル、あるいは地

域・国単位で差があるのでは？ 

   ※Fukuyama (1999)：信頼の「高さ」（level）と「半 

径（広がり）」（radius）を区別 

 

 ●Delhey, Newton and Welzel (2011)：World Values 

Survey 5（2005～07実施）に基づき、 

  ①信頼の広がりを推計 

  ②信頼の広がりの決定要因を分析 

  ③信頼の広がりと公共心の関係を分析 

  ④社会的信頼の尺度の改善を検討 

            分析方法と結果 

  ①集団外信頼（未知の人、異なる宗教・国籍の人への

信頼）の集団内信頼（家族、近所、友人）に対する

相対的高さ≒信頼の広がり ⇒国毎に大きく相異 

出所）ESS(European Social Survey) 

および ISSP(International Social  

Survey Programme) 

 

 社会的信頼 

デンマーク 88.8 

ノルウェー 88.3 

フィンランド 85.5 

スウェーデン 83.7 

オランダ 79.7 

スイス 74.2 

イギリス 68.9 

ベルギー 68.6 

オーストラリア 63.9 

スペイン 61.9 

オーストリア 61.8 

ドイツ 61.1 

日本 60.7 

OECD30 ヶ国平均 58.58 

フランス 55.8 

アイルランド 55.8 

アメリカ 48.7 

ポルトガル 38.1 

－73－
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   ・（前の図）信頼の高さと広がりとの相関関係は弱い 

    ⇒’most people’への信頼が高くても、’most people’として想定する範囲が狭いケー

スが多々ある（図中の左上に位置する国々＝主に東・東南アジア諸国） 

   ・（下の図）広がりを考慮した修正後の社会的信頼：北欧・スイスが最高水準である

ことは不変。中国・ベトナム・タイ・韓国などは著しく低下。 

 

 

－74－
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  ②信頼の広がりの決定要因：一人当たり GDPの水準と儒教文化の存在が、分散の 43％

を説明（他には民族的多様性、所得格差、法制度の確立度） 

   ※プロテスタンティズムは経済発展を通じて間接的に信頼の広がりを促進 

  ③公共心（civicness）との関係（下図）：9 つの公共心関連指標と、信頼の高さ、広が

り、広がりによる修正後の信頼の 3指標との関係を検証 

   ⇒信頼の広がりが 7つの公共心関連指標に有意に影響（⇔信頼の高さ：3つ、修正後の信

頼：5つ） 

   ※「公共規範の順守」：信頼の広がりによる影響無し、「（社会）制度への信頼」：信

頼の広がりが弱い負の影響⇒これらは公共心の代理変数としての適格性が疑問 

 

  ④社会的信頼の適切な尺度 

・信頼の広がりの差異により、既存の問い（上記「一般に、…たいていの人を、…？」）

では個人間・国家間比較のさいに問題が生じる（特に儒教国、途上国） 

   ・集団外信頼を特定して問う（＝回答にあたり想定される信頼の広がりの、個人間・

国家間の差異の極小化）必要 

 

 ●日本に対する示唆 

  ・日本における家族主義的意識の強さ（星野・大塚・秋山・森(2012)）、家族・会社な

どを基盤とする集団内信頼の補強・活用を意図する政策・制度設計（大沢(2007)） 

   ⇒信頼の広がりを制約し、福祉国家への支持を含む公共心を阻害している可能性

（Realo, Allik and Greenfield (2008)、井手(2012)、同(2013)、高端(2012)） 

  ・世界的な研究状況を踏まえ、より丁寧に分析する必要が残る 

－75－
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